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　老人保健を使って医療を受けた場合に、病院等の窓口で
支払う自己負担金については、所得に応じて医療費の１割ま
たは２割となっています。 
　今年度、老人保健法施行令の一部が改正され、所得段階
の目安となる判定基準が右のとおり変更になりました。医療費の負
担割合が1割なのか2割なのかについては、平成17年度の
世帯状況および所得状況等に基づいて判定し、８月１日から
変更になります。 
　負担割合の変更があった受給者の方には、７月末までに、新しい負担区分割合の医療受給者証を郵送します。その際に同封した返信用の封
筒（切手不要）で、古い医療受給者証を市に返却し、８月１日からは、新しい医療受給者証を使用してください。 
　なお、変更がない方は、これまでの医療受給者証を使用してください。 
 

　１カ月に医療機関に支払った自己負担金（保険外診療および入院時
の食事代を除く）をすべて合算し、右の限度額を超えた場合は、超えた
額を申請して、払い戻しを受けることができます。 
　同じ世帯に老人保健で医療を受ける方が複数いる場合には、個人単
位で外来自己負担の限度額を適用した後、世帯の限度額を適用します。 

　対象の方には、市から申請に必要な書類が送付されますので、
お手元に届き次第、早めに申請してください。申請が遅くなると高
額医療費の払い戻しができなくなることがあります。 
　返信用封筒での郵送申請を行っていますので、来庁は不要
です。また、申請時に振込先の口座を指定してもらいますので、
２回目以降は申請の必要はありません。 

　負担割合が１割の方のうち、次の要件に該当する方は、「老人医
療の限度額適用・標準負担額減額認定」を受けることができます。 
認定を受けると、高額医療費を算定する際の限度額と入院時の自
己負担金および食事代（入院時の食事代1日あたり780円）がとも
に減額されます。なお、減額認定を受けるためには申請が必要となり
ます。その際に、世帯員全員の所得状況が申告されていなければな
らず、また、住民税を課税されている方が同一世帯に1人でもいると認
定を受けることはできません。 

課税所得（給与所得控除・基礎控除・配偶者控除・社会保険料控除などの各種控除後の
課税所得）が145万円以上で、かつ同一世帯の老人保健対象者および70歳以上の方の合
計収入額が621万円以上（老人保健対象者1人世帯の場合は年収が484万円以上） 
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変更ポイント 

対　象　者 

通常、診療月の３カ月後に、申請に必要な書類が市から郵送されます。 

同封の記入例を参考に、必要事項を記入のうえ、返信用封筒で申請してください。 
※申請の際、領収証等の添付は必要ありません。 

指定された口座に払い戻し額が振り込まれます。 
※一度申請されると、以後発生する高額医療費は指定の口座へ自動的に
振り込みます。なお、振込先口座や申請内容の変更を希望する場合は、
必ず市に届け出てください。 

申請と支給の流れ 

◆世帯全員が住民税非課税の方 

◆課税所得額の変更　(変更前)１２４万円→ (変更後)１４５万円 
◆収 入 額 の 変 更　①高齢者複数世帯(変更前)６３７万円→(変更後)６２１万円 
　　　　　　　　　　②高齢者単身世帯(変更前)４５０万円→(変更後)４８４万円 

■所得段階の目安 

■外来・入院自己負担限度額（月額） 

※課税所得が年額145万円以上でも、年収が基準額未満の方は、申請により1割負担になる 
　場合があります。 

低所得Ⅱの認定を受けることができます。 
○１カ月の医療費の限度額は・・・ 外来の限度額 

８,０００円 

入院および世帯の限度額 

２４,６００円 

○入院時の食事代については、 
　過去１年間の入院日数が90日を 

⇒超えない方は１日あたり６５０円 
⇒超 え る 方は１日あたり５００円 

2割負担 

負担区分 

一　定 
以　上 
所得者 

一般 

外来限度額 入院および世帯ごとの限度額 

40,200円 

40,200円 72,300円+医療費が361,500円を超えた場合は その超えた分の1％を加算 

12,000円 1割負担 

2割負担 

1割負担 上記以外の方 

◆世帯員全員が住民税非課税かつ各種収入等から必要経費・控除 
　を差し引いた所得が０円の方 

低所得Ⅰの認定を受けることができます。 

【算定例】低所得Ⅱの方（老人医療受給者1人世帯） 

○１カ月の医療費の限度額は・・・ 外来の限度額 

８,０００円 

入院および世帯の限度額 

15,０００円 

○入院時の食事代については、１日あたり３００円 

１カ月分の診療を 
　Ａ病院　外来３,８００円　　　 
　Ｂ医院　外来４,０００円 
　Ｃ薬局　調剤２,５００円 

※認定を受けていないと、限度額は「一般」の１２,０００円なので、戻る額はありません。 

全部で１０,３００円支払った場合 
外来の限度額は８,０００円なので 
高額医療費として戻る額は２,３００円 

国民健康保険などの医療保険に加入している75歳以上の方は老人保健制度で医療を受けます。
また寝たきりなど一定の障害がある方は65歳から、平成14年9月30日までに70歳になった方（誕生日
が昭和7年9月30日以前の方）も老人保健制度の対象になります。 

医療を受けるとき 老人保健を使って医療を受けるときは「保険証」と一緒に「医療受給者証」「健康手帳」を必ず窓
口へ提示してください。 

　老人保健制度の対象となる方、定期判定による医療費の負担割合の見直し、高額医療費制度など
についてお知らせします。 問 高齢いきがい課 蕁　 442内 




